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１章 序 

1.1 背景 

小片が集積された形態の建

築物を設計する際、小片の接

合部にわずかな自由度を与え

ると、図 1.1(上)のとき追加で

きない小片が図 1.1(下)のよ

うに追加できるようになる。 

接合部の自由

度が増すと、単

純な形状の小片

でも多様な全体

形を形成できる。以後、少しの自由度を与え

た節点を Fuzzy Node と呼ぶ。 

自由度は全体形の設計時にのみ与えられ、

小片の配置が確定した

ら、固定されるよう接合

部を設計する(図 1.2）。 

1.2 目的 

本論の目的は集積体の全体形を、接合が

Fuzzy（曖昧）なままに設計できるようにす

ることである。 

先行研究 [1]では２部材の挙動と解析、

Fuzzy Node で接合された２部材の行列表

現と可動域の算出が行われている。 

本論では１つの Fuzzy Node で接合され

た２部材の行列表現の解法を複数検討し、

複数の Fuzzy Node を持つ集積体や立体へ

の適用法を提案する。また、その挙動を描画

するツールを開発することを試みる。 

２章 座標系の設定 

ある小片𝑘は重心を原点とする相対座標𝑘

に属す。重心を( 𝑋𝑘 0, 𝑌𝑘 0)、頂点𝑉𝑛の絶対座

標を( 𝑋𝑘 𝑛, 𝑌𝑘 𝑛)、同一の頂点の相対座標を



 

 

( 𝑥𝑘 𝑛, 𝑦𝑘 𝑛)と表すものとする。また相対座標

系𝑘が絶対座標系となす角を𝜃𝑘とすると式

(2.1)のように変換できる(図 2.1）。 

(
𝒀𝒌 𝒏

𝒀𝒌 𝒏

) = (
𝑿𝒌 𝟎

𝒀𝒌 𝟎

) + [
𝒄𝒐𝒔𝜽𝒌 𝒔𝒊𝒏𝜽𝒌
−𝒔𝒊𝒏𝜽𝒌 𝒄𝒐𝒔𝜽𝒌

] (
𝒙𝒌 𝒏

𝒚𝒌 𝒏

) (𝟐. 𝟏) 

小片を∆𝜃𝑘回転し(∆ 𝑋𝑘 0, ∆ 𝑌𝑘 0)移動したと

き、移動先( 𝑋𝑘 "n, 𝑌"𝑘 n)は次のように求まる。 

(
𝑋𝑘 "n − 𝑋𝑘 0

𝑌"𝑘 n − 𝑌𝑘 0

) = [
1 0 𝑋𝑘 n − 𝑋𝑘 0 −( 𝑌𝑘 n − 𝑌𝑘 0)

0 1 𝑌𝑘 n − 𝑌𝑘 0 𝑋𝑘 n − 𝑋𝑘 0

]

{
 
 

 
 ∆ 𝑋𝑘 0

∆ 𝑌𝑘 0

𝑐𝑜𝑠∆𝜃𝑘
𝑠𝑖𝑛∆𝜃𝑘}

 
 

 
 

(2.2) 

右辺の 2×4 の行列を変換行列と呼ぶ。 

 

３章 Fuzzy に接合された２部材 

一度の計算で解を求める方法と反復計算

で解を求める方法を示す。 

3.1 一度の計算で解を求める解法 

 

図 3.1 は回転が自由で２点の距離αが一

定の範囲で変化できる Fuzzy Node で接合

された部材に変位を与えたものである。回

転角の変化を表す変数 ∆𝜃1, ∆𝜃2, ∆𝜃3 と

Fuzzy Node の長さを表す変数αを用いて、

モデルの変形が式(3.1)のように行列で表

現できることが知られている[1]。 

{
𝑥"1 − 𝑥"4
𝑦"1 − 𝑦"4

} = [𝑇2,1 𝑇3,2 𝑇4,3] {𝛼[

𝑟(∆𝜃1)

𝑟(∆𝜃2)]

𝑟(∆𝜃3)
} (3.1) 

ただし 𝑟(𝜃) = (
𝑐𝑜𝑠𝜃
𝑠𝑖𝑛𝜃

), 𝑇𝑘,𝑙 = [
𝑥𝑘 − 𝑥𝑙 −(𝑦𝑘 − 𝑦𝑙)
𝑦𝑘 − 𝑦𝑙 𝑥𝑘 − 𝑥𝑙

] 

式(3.1)は 2 つの式に対して４つの未知

数があるため、このままでは解くことがで

きない。以下、複数の解法(図 1.3)を試した

うち、条件を２つ追加する解法である回転

角制御法と制約近似法を示す。 

3.1.1 回転角制御法 

Fuzzy Node の長さを一定にし、回転角に

制限を与える方法である。式(3.1)を変形す

ると、式(3.2)となる。 

𝐶1 = 𝐶3 cos(∆𝜃2 − 𝐶3) + 𝐶4 cos(
∆𝜃1
2
−
∆𝜃3
2
+ 𝐶5) (3.2) 

ただし、𝐶n は定数 𝑛 = 1,2,3,4,5 

次の２つの条件を与えると式(3.2)の cos

の引数が同一になり、加法定理で展開する

と解を求められることが分かった。 

∆𝜃2 = ∆𝜃1/2 − ∆𝜃3/2,  𝛼 = 𝐶 (Cは任意の定数) 

3.1.2 制約近似法 

式(3.1)の右辺の三角関数を近似して、

Fuzzy Node の長さを一定にし、回転角に制

約を与える方法である。条件は以下のよう

に増分形式で与えられる。 

∆𝜃2 = 𝐶1∆𝜃1 + 𝐶2∆𝜃3,  𝛼 = 𝐶3 (𝐶1, 𝐶2, 𝐶3は任意の定数) (3.3) 

式(3.1)は次の式(3.4)のように変形でき

る。この式は三角関数を含まない連立一次

方程式なので、解を求めることができる。 

{
𝑥"1− 𝑥"4
𝑦"1 −𝑦"4

} = [𝑇2,1 𝑇3,2 𝑇4,3]

{
 
 

 
 

1
∆∅1
𝐶3

𝐶3𝐶1∆∅1 + 𝐶3𝐶2∆∅3
1
∆∅3 }

 
 

 
 

(3.4) 

3.2 反復計算で解を求める（重心追従法） 

小片の任意の点に変位を与えたとき、重

心の移動が最小になるように移動させる解

法である。頂点に変位を与えたとき、その点



 

 

の変位先の点𝑉"と元の重

心𝑂の直線上に移動後の重

心𝑂"がのるように移動す

る(図 3.2)。 

重心追従法は１つの部材に変位を与えた

際、変位を伝達し、反復計算で移動後の全体

系を求める方法である。 

４章 複数の Fuzzy Node を持つ構造体 

各解法の複数の Fuzzy Node を持つ構造

体への適用の可否を検証した。解が求まる、

制約近似法と重心追従法について示す。 

4.1 制約近似法 

制約近似法を環状のモデルに適用する。

まず、Fuzzy Node を持たない環状モデル

に∆𝑥5の強制変位を与えた場合の変換行列

について考察する(図 4.1)。 

 

変換行列は次のようになり、３つの変数

∆𝜃1, ∆𝜃2, ∆𝜃3が求められることがわかった。 

{
𝑥1 − (𝑥5 + ∆𝑥5)
𝑥1 − (𝑥5 + ∆𝑥5)

0

} = [𝑇] {

𝑟(∆𝜃1)

𝑟(∆𝜃2)

𝑟(∆𝜃3)
} (4.1) 

ただし、𝑟(𝜃) = (
𝑐𝑜𝑠𝜃
𝑠𝑖𝑛𝜃

) 

[T] = [
𝑥1 − 𝑥3 −(𝑦1 − 𝑦3) 𝑥3 − 𝑥4 −(𝑦3 − 𝑦4) 𝑥4 − 𝑥5 −(𝑦4 − 𝑦5)
𝑥1 − 𝑥2 −(𝑦1 − 𝑦2) 0 0 𝑥2 − 𝑥5 −(𝑦2 − 𝑦5)
𝑦2 − 𝑦3 𝑥2 − 𝑥3 𝑦3 − 𝑦4 𝑥3 − 𝑥4 𝑦4 − 𝑦2 𝑥4 − 𝑥2

] 

これに対し、Fuzzy Node で接合されてい

るときは、式(3.3)と同様に Fuzzy Node の

回転角𝜃𝑓を両側の部材の回転角𝜃𝑚, 𝜃𝑛を用

いて式(4.2)のように表すと解が求められ

ることが示せた。 

∆𝜃𝑓 = 𝐶𝑘∆𝜃𝑚 + 𝐶𝑙∆𝜃𝑛(𝐶𝑘 , 𝐶𝑙は任意の定数) (4.2) 

4.2 重心追従法 

次の手順で、任意の個数の小片で構成さ

れた集積体に重心追従法を適用する。 

1. 特定の小片の節点に強制変位を与え

る。 

2. 変位を与えた小片が移動するべき位

置を重心追従法で求める。 

3. 手順２で移動した小片と接合する全

ての Fuzzy Node の長さを判定する。 

4. Fuzzy Nodeの長さが規定値を超える

ものがあるとき、その超過分を接合さ

れる節点に与える変位とする。 

手順１から順に操作を行い、手順４まで

到達した際は再び手順２に戻る。このサイ

クルを繰り返し行い、部材の位置を求める。 

部材が環状に接合していると計算サイク

ルの過程で、１つの部材に複数の変位が加

わる可能性がある（図 4.2）。 

 

複数の変位が部材にかかるとき、次の式

で変位を合成し、重心追従法を適用する。 

𝐷𝑠 =
1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m)
𝑛
m=1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m) (
𝑋𝑘 m

𝑌𝑘 m

)

𝑛

m=1

(4.3) 

𝐷⃗⃗ =
1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m)
𝑛
m=1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m) (
𝑋𝑘 "m − 𝑋𝑘 m

𝑌𝑘 "m − 𝑋𝑘 m

)

𝑛

m=1

(4.4) 

ただし、𝐿(A, B)は 2点A,Bの距離を表す 

𝐷𝑠と 𝐷⃗⃗ は合成変位の始点

とベクトルを表す（図 4.3）。 

５章 部挙動の可視化 

制約近似法、重心追従法で



 

 

求めた結果を可視化し、比較や検証を行う。 

5.1 制約近似法 

式(3.4)の任意の定数𝐶1, 𝐶2が移動後の形

に与える影響を考察する。比較を容易にす

るため図 3.1 のモデルを図 5.1 のように線

材で置換する。Fuzzy Node の長さを部材長

の 1/2 に設定し、𝐶3 = 1と仮定する。 

 

係数が負になると他と違う挙動を示して

いる。また係数の値が等しいほうが複数部

材への応用が容易だと推測できるので、本

論では𝐶1 = 𝐶2 = 0.5が適切だといえる。 

5.2 重心追従法 

重心追従法を組み込んだツールを作成し、

多数の小片を並べる場合の

挙動に異常がないこと、およ

び、全体形の設計自由度が増

すことを確認した(図 5.2)。 

６章 立体への拡張 

解法を立体の小片に適用する。適用が可

能だった重心追従法について述べる。 

6.1 重心追従法の立体化 

小片に強制変位を与えた時の変位の合成

と移動後の位置の算出法を示す。 

式（4.3）と式（4.4）を次のように拡張し、

立体での変位の合成を行う。 

𝐷𝑠 =
1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m)
𝑛
m=1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m)(

𝑋𝑘 m

𝑌𝑘 m

𝑍𝑘 m

)

𝑛

m=1

(5.1) 

𝐷⃗⃗ =
1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m)
𝑛
m=1

∑ 𝐿( 𝑉𝑘 m, 𝑉"𝑘 m)(

𝑋𝑘 "m − 𝑋𝑘 m

𝑌𝑘 "m − 𝑌𝑘 m

𝑍𝑘 "m − 𝑍𝑘 m

)

𝑛

m=1

(5.2) 

小片に変位を与えるとき、合成変位ベク

トル𝐷⃗⃗ と重心𝐺のなす平面の法線ベクトル𝑛⃗ 

を軸に小片を∆𝜃回転し、重心を∆𝐺移動させ、

移動後の位置を求める。図 6.1 は１つの変

位を小片に与えたときの移動の様子である。 

 

6.2 重心追従法 3D の表示 

平面のときと同様の反復計算により複数

の部材を連動的に操作可能なツールを作成

し、解法の有効性を確

認した(図 6.2)。 

７章 結 

小片が自由度の高い

接合で集積される機構について特定の条件

を与えることで数値解析による解を得る方

法を提案した。制約近似法では、その条件が

変形後の形に及ぼす影響を示すこともでき

た。また、重心追従法は立体にまで拡張し、

それを実践するツールも作成できた。 

今後は制約近似法と回転角制御法をより

多くの小片にも適用する解法や、Fuzzy 

Node の長さを固定せずに解を求める解法

を模索する必要がある。 
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